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2 大恐慌期の濯用政策
対応を中心に一―-
伊藤健市
3 大恐慌期のハーヴェスターにおける雁用政策
むすぴにかえて
はじめに
ますます深刻度を強め長期化する不況のもとで悪化する失業者数・失業
率を受けて， 1998年以降，わが国では社会経済生産性本部（以下，生産性
本部）や日本経営者団体連盟（以下， H経連）が雇用政策の一環としてワ
ークシェアリングによる雇用創出を模索している。
その発端は， 1998年 7月に生産性本部の「雇用政策特別委員会」が，雇
用失業情勢への対応策の 1つとしてワークシェアリングの活用を訴えたこ
とに始まる。その後， 1999年5月268に労働時間短縮による雇用機会創出
効果の推計結果を公表している（第 1表）。そこでは，サービス残業をゼロ
にすれば約90万人，所定外労働時間（残業）をゼロにすれば約170万人，合
わせて260万人の新たな雁用が創出されると予測されていた！）。さらに，
2000年5月29日には，ワークシェアリング研究会の中間報告「雇用機会創
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出をめざす『ワークシェアリング』の考え方」も発表されている丸
この中間報告では，政府をはじめとしてさまざまな施策が提唱・実行に
移されているが，「いまだに雇用情勢の改善につながっていない」3)とする
生産性本部の基本的な立場が明らかにされている。つまり，「従来の延長線
上にある諸施策では，今日のような深刻な雇用問題を解決することができ
ない」4)ことから，「考えうる施策の一つ」として，「労働条件の短縮による
雇用機会の創出，つまり『ワークシェアリング』」”が主張されているのであ
第 1表 社会経済生産性本部による残業削減の雇用効果に関するシミュレーシ
ョン結果
製造業 調査産業計
常用雇用者数実数値（千人） 7,629 23,302 
主 常用雇用者数理論値（千人） 8,190 24,512 
要
デ 総実務労働時間（月間平均） 165.5 158.3 
I 
所定外労働時間（月間平均） 15.9 12.4 （参考）夕
サービス残業比率（％） 32.1 35.5 非製造業
ケ 〔サービス残業ゼロのケース〕
I 雇用者数の変化（千人） 276 923 647 ス
1 理論値に対する雇用者数変化率（％） 3.37 3.77 3.96 
ケ 〔残業（所定外労働時間）ゼロのケース〕
I 雁用者数の変化（千人） 611 1,688 1,077 ス
2 理論値に対する雇用者数変化率（％） 7,46 6.88 6.60 
（注） 1. 総実労働時間，所定外労働時間は毎月勤労統計 (1997年，規模30人以上）
常用雇用者数実数値は参考のため掲載（規模30人以上1997年12月末，就業形
態数）
2. 常用雁用者数理論値は毎月勤労統計の常用雇用者数に対応する推定値
3. サーピス残業比率は「98連合生活実態アンケート」調査結果(n=15,779)か
ら，「所定時間超えて働いた時間」と「残業手当が支払われた時間」 (98年4
月）を用いて算出したもの
4. 非製造業は調査産業のうち製造業を除いたものの合計
出所）『社会経済生産性新聞』第1937号， 1999年6月5B。
1)『社会経済生産性新聞』第1937号， 1999年6月5日。
2)『社会経済生産性新聞』第1970号， 2000年6月5日。
3) -13)社会経済生産性本部，ワークシェアリング研究会『中間報告 雇用機会創
出をめざす「ワークシェアリング」の考え方』 (http://www.jpc-sed.or.jp)。
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る。ここでいうワークシェアリングは，「仕事の分かち合い」として，「一
般に労働力需要が労働力供給に比べて過小な労働市場において，労働時間
の短縮によって雇用機会を維持・創出しようという政策」6)と位置づけら
れ，「不況下におけるワークシェアリングは，労働時間短縮による雇用の維
持・確保によって，雇用不安を解消し，個人消費を回復することを通じて，
国内産業の生産を促して，雇用を増加させようとする政策として意義をも
っ」7)ものであるとされている。つまり，「雇用不安の解消と個人消費の回復
を通じて，景気の好循環を作り出すための有力な施策」8)が，ワークシェア
リングなのである。そのために，「労使は，雇用維持を前提として，労働時
間短縮に合わせて時間当たり生産性向上に協力して取り組む。景気と企業
業績の回復後，労使は生産性向上の公正な成果分配を図り，良好な雇用機
会の拡大につなげる」9)ことを意図せねばならず，「ワークシェアリングの
観点に立てば，雇用を維持した上で労務コストを削減するためには，労働
時間を短縮し応分の給与削減あるいは抑制をどのように行うかを，労使が
選択すること」10)になる。ただし，ここで注意しておかねばならないことは，
「たとえそれが雇用の維持を前提とした対策であったとしても，短期的な
対策として行われてきた従来型の雇用調整策との違いは，明確にしておく
必要がある」11), 「生産量の削減を迫られた企業が，臨時に労働時間を短縮
し，生産量の回復にともなって労働時間を元に戻すとすれば，こうした施
策はワークシェアリングとは区別されねばならない」12), 「ワークシェアリ
ングは，人々の働き方や暮らし方を見直し，勤労社会のあり方を変革する
契機になる」13)といった一連の主張である。一時的・短期的な雇用創出とし
てのみ機能させるのではなく，労働時間の恒久的な短縮を通じて，労働者
の働き方，ひいては労働者の生活全体に影響を及ぽすものとしてワークシ
ェアリングを捉えているのである。
以上のような生産性本部の主張は，財界をバックにした組織であるとし
ても，そこに労働組合（連合）がかかわっていることから，財界が本来意
図するところとは若千異なったワークシェアリングを主張するものとなっ
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ている。それに対し日経連は， 1999年版の労働問題研究委員会報告『ダイ
ナミックで徳のある国をめざして』において．ワークシェアリングを次の
ように評価している。「賃金分割をともなうワークシェアリングの考え方
（たとえば1人分の賃金を 2人の雇用者で分け合う発想）の導入や企業内
における多様な雇用形態や（長期雇用を前提とする基幹的社員，専門能力
を活用する有期雇用契約社員，パート社員など）を一層適切に組み合わせ
ること，さらには能力や成果・貢献度に応じた賃金配分の徹底をめざす方
向で，総額人件費の引き下げを含め，その柔軟化を視野に入れることが望
まれる」14),と。
ここでは，ワークシェアリングが「総額人件費の引き下げ」や「総額人
件費の柔軟化」を意図するものとして主張されている。また，ワークシェ
アリングの例として挙げられている「1人分の賃金を 2人の雇用者で分け
合う」という方法に対しては，「明らかに 1人の正社員を減らし 2人のパー
ト社員を雇って仕事の分かち合いを行うことであり，それは労働時間の短
縮もなく人減らしと賃下げと雇用の流動化をすすめるエセ『ワークシェア
リング』である」15)との正当な批判がすでになされている。
以上の「総額人件費の引き下げ」や「総額人件費の柔軟化」という主張
を継承しつつ， 2000年版の労働問題研究委員会報告『「人間の顔をした市場
経済」をめざして』では，「企業レベルでの雇用コストは，総額人件費で示
される。今次の春季労使交渉においては，雇用安定のために，賃金水準の
みならず賃金体系，退職金・年金などの見直し，ワークシェアリングの導
入など，労使が痛みを分かち合う施策を検討」16)するとしている。ワークシ
ェアリングは，「仕事の分かち合い」ではなく「労使が痛みを分かち合う」
14)労働問題研究委員会報告『ダイナミックで徳のある国をめざして』日経連， 1999
年1月， 50ペー ジ。
15)辻岡靖仁「時短・ワークシェアリングをめぐる諸問題と労働運動の課題」「月刊全
労連』 2000年3月号， 8ペー ジ。
16)労働問題研究委員会報告「「人間の顔をした市場経済」をめざして』日経連， 2000
年1月， 5ペー ジ。
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つまり労働者には賃下げを，という主張である。この点を露骨に示してい
るのが日経連によるワークシェアリングの定義である。そこでは，「ワーク
シェアリングとは，一般に，就労時間を減らし，その分，賃金を下げて雇
用を維持する手法」17)とされている。これまでの日経連の主張 賃下げ一
ーが継承されていることは明白である。「ワークシェアリングは賃下げをと
もなうものと決めてかかり，結局のところ，賃下げのためのワークシェア
リングを導入したい」18)ということである。
そこには，「ヨーロッパでは，時間短縮による雇用の維持・拡大にさまざ
まな施策が採られてきたが，現実には高失業の国が多く，課題を残してい
る」19)という点が背景にある。わが国独自のワークシェアリングが求めねば
ならないということである。この点で主張されているのが，「柔軟なワーク
シェアリング」20)である。その内容は，これまでの「採用抑制，配転・出向，
残業規制，一時休業，臨時的従業員の雇い止め」21)といった雇用調整措置で
得た経験を活かしつつ，「勤労者間で，雇用・賃金・労働時間を多様かつ適
切に配分して，雇用の維持・創出を実現」22)するものであるとされる。だが，
勤労者間で「配分」するとしながらも，その具体策は，① 「労働時間の縮
減に応じて賃金を削減すること」23), ② 「正規従業員の・・・，仕事の性格・
内容よって時間給管理が可能なものは時間給賃金とする」24)という「仕事の
性格・価値や労働時間，雇用形態の差異に即した多様な賃金処遇」25)の徹底，
③「多様な就労形態」や「企業内の特定部門の分社化，アウトソーシング，
在宅勤務， SOHO(スモールオフィス・ホームオフィス）などの活用」26),
である。賃金の削減や時間給化，そして雇用形態の多様化については触れ
られていても，ワークシェアリングの基本である労働時間の短縮について
17)同上書， 41ペー ジ。
18)牧野富夫「何をねらう奥田・日経連ー2000年版『労働問題研究委員会報告』批判
ー」『労働運動』第424号， 2000年3月， 126ペー ジ。
19) -22)『「人間の顔をした市場経済」をめざして』， 41ペー ジ。
23) -25)同上書， 42ペー ジ。
26)同上書， 43ペー ジ。
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はどこにも言及されていないことは注意されねばならない。労働時間の短
縮を前面に押し出した真のワークシェアリングは，日経連に代表される使
用者団体には望むべくもないものであろうか。
ところで， 1929年の世界大恐慌に端を発する不況のなかで，アメリカの
大企業はどういった雇用政策を採用したのであろうか。この点は，これま
であまり顧みられることはなかった27)。この小論の目的は， 1930年代の不況
のなかで，当時のアメリカを代表する製造大企業のネットワーク組織であ
った特別協議委員会(SpecialConference Committee)とその加盟企業（第
2表）の 1つであったインターナショナル・ハーヴェスター社 (Interna-
tional Harvester Company, 以下ハーヴェスター）が採った雇用政策を検
討することにある。もう少し具体的に述べれば， 1920~23年に特別協議委
員会がその行動指針として採択した「原則要綱 (Statement of 
Conclusions)」28)に示した開明的な雇用政策を，特別協議委員会自体は大恐
慌後の不況のなかで継続させたのか，あるいは変更したのか，それととも
に加盟企業はそれに追随したのかそうではなかったのか，を明らかにする
ことにある。
さらにこの作業は， 1930年代後半，とくに全国労働関係法 (National
Labor Relations Act)の制定後の労働運動，何よりも1937年4月の合憲判
決後により一層激しさを増した労働運動の展開とそれに対する企業の個別
対応，そのなかで形成されたいわゆる「ニューディール型労使関係」にお
27) GEを索材に，この点を分析した特筆すぺき業績として，関口定ー「プレ・ニュ
ー・ディール期GEにおける原先任権慣行」（『商学論纂』第36巻第 2号， 1994年12
月）と「プレ・ニュー・ディール期GEにおける雇用政策の展開」（『商学論纂』第
37巻第3・4号， 1996年3月）がある。
28)「原則要綱」については以下の論考を参照のこと。伊藤健市「特別協議委員会の『原
則要綱』 (1)-(3)」『大阪産業大学論集（社会科学編）』第87-89号， 1992年。同「特
別協議委員会の労務政策」『大阪産業大学論集（社会科学編）』第92号， 1993年。同
「SECの労務理念と従業員代表制」平尾他編『アメリカ大企業と労働者』北海道
大学図書刊行会， 1998年。
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第2表特別協議委員会加盟企業
加盟企業とその略記法 加盟年
平均従業員数
(1937年）＊
American Telephone & Telegraph Co. 1925 316,653 
AT&T 
Bethlehem Steel Co. 1919 80,312 
ベスレヘム・スティール
E.I. du Pont de Nemours & Co. 1919 57,800 
デュポン
General Electric Co. 1919 75,212 
GE 
General Motors Corporation 1919 261,977 
GM 
Goodyear Tire & Rubber Co. 1919 52,000 
グッドイヤー
International Harvester Co. 1919 59,347 
ハーヴェスター
Irving Trust Co. 1919 不明
アーヴィング・トラスト
Standard Oil Co.(New Jersey) 1919 137,157 
NJスタンダード
United States Rubber Co. 1922 37,109 
USラパー
United States Steel Co. 1934 261,293 
USスティール
Westinghouse Electric & Manufacturing Co. 1919 52,249 
ウェスティングハウス
(383) 7 
総収入(1937年）＊＊
1,051,379,343 
418,556,528 
286,043,075 
349,739,514 
1,606,789,841 
216,174,513 
351,927,768 
不明
1,308,900,351 
186,253,188 
1,395,549,630 
206,348,307 
•)• •) U. S. Congress, Senata, Committee on Education and Labor, Violations of 
Free Speech and Rights of Labor, Hearing before a Subcommittee of the Committee 
on Education and Labor, S. Res. 266. 74th Congress, Part 45, 1939, p.16813. 
ける雇用政策のあり様~それは労働組合との団体交渉のなかで形成され
てくる「先任権」に代表されよう一ーを一定規定していたものの内実を明
らかにするものでもある。
1 特別協議委員会の雇用政策
ハイテク・ベンチャー企業の先駆け，シリコンバレー発展の礎を築いた
企業の 1つであるヒューレット・パッカード社 (Hulett& Packard)の創
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始者の 1人であるパッカード (DavidPackard)は，同社の「HPウエイ」
と名づける「コア・バリュー（中核となる価値観）」29)のなかで，従業員を扱
う方法として「できるかぎりの機会と仕事の保証を与える責任を感じてい
た」30)ことを指摘し，それを次のように表現している。「『雁っては解雇する
企業』，つまり，大規模な短期間の仕事を受け，その期間だけ大勢の人を雇
い，仕事を終わったら解雇するような企業にはなりたくなかった。………
長期的な事業を行い，安定した熱心な労働者を集めたかった」31), と。この
パッカードの考えは， 1970年の景気後退期に10%のレイオフを余儀なくさ
れた事態に対し，レイオフではなく「2週間9日勤務」32)に移行したことや，
1990年代の人員削減についても，そのほとんどを「早期退職制度と自主退
職制度によって行い，退職希望者には十分な退職給付を支給」33)したことに
具体化されている。
だが，以上のようにパッカードが自賛しているやり方は，彼の独創では
なかった。それは，彼自身が働いたことのあるGEを含めて，特別協議委
員会に参集していた企業を含む当時のいくつかのアメリカ製造大企業に導
入されていた慣行であった。パッカードは，「GEでの経験は楽しかった。
さまざまなことを学ぴ，事業を始めたときに役立った」34)として， GEでの
体験を自身の「HPウエイ」に適用したことを述べているのである。その
なかには，「GEは，不況のときも，毎年新卒者を採用する方針」35)を貫いて．．． 
いたことや，「193(:i年，いまだ不況の影響を受けていたGEは，勤務時間を
29) H.Mendelson & ].Ziegler, Survival of the Smartest, John Wiley & Sons, Inc., 
1999. 校條浩訳『スマート・カンパニー』ダイヤモンド社， 2000年4月， 94ページ。
30) 31) D.Packard, The HP Way, The David Packard and Lucile Packard 
Foundation, 1995. 伊豆原弓訳『HPウエイーシリコンバレーの夜明けー』日経BP
出版センター， 1995年10月， 152ページ。
32)同上訳， 157ページ。
33)同上訳， 158ページ。
34)同上訳， 40ページ。
35)同上訳， 37ページ。
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疇し，われわれの多くは午後3時に仕事を終えるようになった（傍点，
伊藤）」36)ことなどを体験していたのである。
GEは，この点に関して特別協議委員会加盟企業のなかでも際立った存
在であったが，他の加盟企業でも程度の差はあれ，似通った雇用政策が採
られていた。その源流は，特別協議委員会が1920-23年にかけて採択した
「原則要綱」に見ることができる。
原則要綱は，「労働関係と人事管理に関して共有する考えを形」37)にした
第3表原則要綱の諸項目
1 Relationship Between Employer and Employee 
2 Administration of Industrial Relations 
3 Wages and Hours of Labor 
4 Collective Dealing or Bargaining 
5 The Open Shop 
6 Fundamental Principles in Any Plan of Industrial Representation 
7 The Joint Conference Plan of Industrial Representation Compared with the 
So-Called Whitley or National Industrial Council Plan of England 
8 Profit Sharing and Profit Distribution 
9 Employment 
10 Training and Education 
11 Americanization 
12 Health 
13 Safety 
14 Housing 
15 Factory Restaurant 
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36)同上訳， 41ペー ジ。
37) S.M.Jacoby, Employing Bureaucracy, Columbia U.P., 1985, p.181. 荒又他訳『雇
用官僚制』北海道大学図書刊行会， 1989年， 220ページ。伊藤健市「SECの労務理
念と従業員代表制」『アメリカ大企業と労働者』， 39ページ。
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ものであり，特別協議委員会の「見解の最も包括的な表明をなす」38)もので
あった。その内容は，第3表に示したとおり，非常に多岐にわたるもので
ある。以下では，この小論とのかかわりで特別協議委員会の雇用政策を明
らかにしている 9と18-20のみを取り上げ，その内容を検討しておきたい。
Employment (雇用）では， 1910年代のいわゆる「雁用管理(Employment
Management)」の流れを受けて39), 大きくは「雇用の集権化」と「雇用部
の機能」という内容からなっている。「雇用の集権化」では，「労働者の選
択における一貫した方針を保障し，有能な人物をより重要な技能を必要と
する地位に昇進させ，現在の仕事に不向きな人物を配置転換するかあるい
はそれが難しい場合には退職させ，会社内での労働力の異動を準備する」40)
ということが指摘されている。「雇用部の機能」については，「雇用部は，
新しい従業員に対する会社の正規（もしくは臨時）の要請，労働力供給源，
そして承認された選考方法に関する完全な知識をもたねばならない。雇用
部は，注意深い選考およぴ配置，それぞれの従業員の経験およぴ能力の最
善の活用に責任を負うべきであり，新しい従業員に工場の規則と会社の労
使関係上の政策に関する一般的な情報を与えるべきであり，そして，従業
員が適切な手段を通して彼の職務に馴染むのに必要な教育を受けるのを監
視するべきである。雇用部は，雇用後は従業員の能力開発への関心を維持
するべきでもある。」41)そして，「適切な記録が維持されるべきである。そし
て，可能なところでは，個々の従業員の記録は，個人の資質，能力，教育，
経験，能力向上の公平な評価を含むべきである。これらの記録の多くは，
さまざまな部門で保持できるが，評価および記録の方法は一様であるべき
38) S.J.Scheinberg, Employers and Reformers, Garland Publishing, 1986, p.221. 伊
藤健市「SECの労務理念と従業員代表制」， 39ペー ジ。
39)雇用管理については，伊藤健市「『雇用部』の機能について」（『大阪産業大学論集
（社会科学編）』第61号， 1984年12月）と同『アメリカ企業福祉論』（ミネルヴァ書房，
1990年）の第 8章を参照のこと。
40) Report of the Special Conference Committee, p.14. 
41) Ibid., pp.14-15. 
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である。」42)
以上の雇用に対する基本的な考え方を踏まえて， InsuringStability of 
Employment (雇用安定の保障）では，「企業にとって，従業員にいつも良
い給与が取れる雁用を保障することは，明らかに不可能」43)であるとしてい
る。その理由は，「季節的な失業者を減少させ，突発的な労働者の雇用とレ
イオフを緩和するために多くのことがなされうるが，不景気が全国的な性
格だけでなく国際的な性格をもつ場合に利用できる方法がないから」44)で
ある。でも，失業を緩和する方法はある。
この点は， SomeMethods of Alleviating Unemployment (失業を緩和
するいくつかの方法）で指摘されている。その第 1は，労働時間の短縮と
賃下げである。「労働時間の短縮もしくは賃金の引き下げの必要は，労働者
に説明されねばならない」45)とされる。いうまでもなく，この目的のために
従業員代表制が活用されている46)。第2が，ワークシェアリングである。た
だし，原則要綱のなかではワークシェアリングという言葉は使われておら
ず，「労働者の幾人かを 1週間働かせ，別の労働者を次の 1週間働かせると
いう制度は，負担を分散することに有効である。そして，労働者の削減に
代わる労働時間の短縮は，非経済的な生産という時点に至るまでは，時と
して考えられるべきである」47)といった指摘がなされているだけである。第
3が，レイオフの予告で，それは，「これまでは一般的ではなかった。もし，
適当な予告の制度が工場での正規の手続きとなれば，フォアマンおよび監
督者はたいした不便も費用もなくそれを行うことが可能となる」48)もので
42) Ibid., p.15. 
43) 4) Supplement to the Rゅortof the Special Conference Committee, p.26. 
45) Ibid., p.29. 
46) さしあたり，ハーヴェスターを事例にした伊藤健市「ハーヴェスターにおける従
業員代表制の展開」（『アメリカ大企業と労働者』所収）と同「ハーヴェスクー・ト
ラクター工場における従業員代表制と労働組合運動」（『札幌大学産研論集』 No.21, 
1999年3月）を参照のこと。
47) 48) Supplement to the Rゅortof the Special Conference Committee, p.29. 
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ある。第 4に，推薦状 (recommendationcard)の発行が取り上げられて
いる。
最後に， MaintainFundamental Employment Policies (基本的な雇用
政策の維持）の内容を見ておこう。ここでの指摘は，先任制であり，「労働
者がレイオフされ，再雇用されるべき順序を決定する雇用・人事記録の使
用は，会社にとって非常に重要であり，失業の問題と密接に関係している。
現時点で，勤続年数を無視し，個々の従業員に関して集められた情報を考
慮しない会社はきわめて近視眼的である」49)との指摘がなされている。先任
制は，勤続年数と個々の従業員の情報に基づいて適用される。個々の従業
員の情報は，先の Employment(雇用）で見たように，「個人の資質，能力，
教育，経験，能力向上の公平な評価」である。
2 大恐慌期の雇用政策
「原則要綱」で明らかにされた特別協議委員会の雇用政策は， 1929年に
始まった大恐慌とその後の不況期にいかなる影響を受けたのであろうか。
それは継続，あるいは変化したのであろうか。この節の課題は，以上の点
を特別協議委員会の年次報告書 (AnnualReport of the Special Confer-
ence Committee)を通して明らかにすることにある。なお，以下ではその
焦点を1929年度から1933年度までに限定していることを最初に断っておき
たい。その理由は，この時期を考察すれば特別協議委員会の雇用政策の動
向は十分把握できるからである。
1929年度の年次報告書における基本的な情勢把握は，「雇用情勢の著しい
弱体化で1929年は幕を閉じた」50)としており，「労働時間短縮に向けて，それ
49) Ibid, p.30. 
50) Annual Report of the Special Conference Committee, 1929, p.8. (この小論に関
しては，特別協議委員会の年次報告書はハグレー博物館 (HagleyMuseum and 
Library)のHarringtonPaperのBox6に所蔵されているものを使っている。ここ
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ほど大きなものではないにしても一定の動きが1930年も継続する」51)との
予測を立てている。そのなかでも注目すべきは， 1929年度における有給休
暇の拡大と「週5日労働制 (five-dayweek)」の広がりであろう。ただし，
1929年度の年次報告書は， 1929年の恐慌を「企業あるいは産業での重大で，
長期にわたる不況が引き続き起こらなかったという点で，これまのでの同
種の出来事とは違っていた」52)と楽観視している。それは，「失業防止が，ょ
り緊急の課題となった時は一度もなかった」53)といった表現にも現れてい
る。だが，この報告書で注目すべきは， 1920年代のアメリカ経済の発展を
もたらした理由として，①効率的な企業経営，②使用者と従業員との間の
協調的な関係，③大衆の十分な購買力を保証しうる賃金水準での労働者の
正規雇用，の 3点を指摘している点である54)。①と②はさて措き，③に労働
者の購買力を上げている点，その後の不況対策でこれを確保する方策が雇
用政策として打ち出されてくる点は押さえておかねばならない。このこと
は，「レイオフされた従業員に対する補償」という項目の次のような表現に
示される。そこでは，特別協議委員会加盟企業は，現下のところで仕事が
なくなった長期勤続労働者への責任を，「他の仕事が見つかればそこに配置
転換される。配置転換の機会がない場合，年金を受け取って退職する。そ
して，工場閉鎖か他の理由によって配置転換も年金の可能性もない従業員
がレイオフされねばならない時には，現金払いを含むさまざまな調整方法
でのページ数の記載はその資料のページ数である。この資料の入手に当たっては，
同博物館のナッシュ氏 (Michael Nash) , アイオワ大学のゴードン教授 (Colin
Gordon), そして何よりも名城大学の森川 章教授にお世話になった。なお， 1929年
度と1930年度に関しては「1929・30年度の特別協議委員会年次報告書」（『関西大学
商学論集』第45巻第 1号， 2000年4月）として全訳している。両年度の年次報告書
については邦訳としてその該当ページも記載しておく。）邦訳， 38ペー ジ。
51) Ibid., p.8. 邦訳， 38ペー ジ。
52) Ibid., p.2. 邦訳， 31ペー ジ。
53) Ibid., p.8. 邦訳， 38ペー ジ。
54) Ibid., p.2. 邦訳， 32ペー ジ。
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が利用されてきた」55)として再確認し，いくつかの加盟企業は，「レイオフさ
れた従業員が，所得，勤続期間，健康状態，そして退職時の年齢に応じて
金額の違う現金報酬を受け取れる制度を採用した」56)と指摘しているので
ある。
1930年度の年次報告書は，前年度からは一転して「ここ何年かのアメリ
カ産業史において他に比類のない不況期」57)との認識から出発し，前回の不
況期であった1921年と同様，「広範囲な失業，削減された労働者の所得，減
退した購買力，窮乏軽減への緊急の必要性」58)の存在を指摘している。そこ
で，特別協議委員会の加盟企業が重要な役割を演じた労使関係制度として，
「賃金レートを切り下げないで労務費を削減するフェアな方法，人員削減
が避けられないのであれば，有能な長期勤続者の最小の苦痛で人員を削減
するフェアな方法，賃金名簿に留めておくことが望ましい従業員を活用で
きる仕事に配分するフェアな方法」59)に重点が置かれた。とくに，「1930年の
後半からは，必要な場合には労働力を削減する公平な方法，可能であれば
従業員間で仕事を配分する制度，レイオフされた労働者と加盟企業が操業
している地域における労働者を救済する手段」60)を検討すると同時に，前年
度にも指摘されていた「週5日労働制」の検討も指示されている。特筆す
べきは，失業者の救済に加えて，「仕事の配分制度(distributionof work)」
が採択されている点であろう。その背後には， 1929年度の年次報告書を取
り上げた際にも指摘した「労働者の購買力」について，「人々の巨大な購買
力が，賃金労働者を含めて，繁栄の維持において不可欠な要索であること
が使用者からは部分的に，そして社会からは全般的に承認された」61)との認
55) Ibid., p.19. 邦訳， 52ペー ジ。
56) Ibid., p.19. 邦訳， 52ペー ジ。
57) 58) Annual Report of the Special Conference Committee, 1930, p.2. 邦訳， 54ペ
ジー。
59) Ibid., p.3. 邦訳， 54-55ペー ジ。
60) Ibid., p.3. 邦訳， 55ペー ジ。
61) Ibid., p.7. 邦訳， 60ペー ジ。
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識があったのである。具体的事例を踏まえて，週40時間を意味する週5日
労働制は，所得の減少を伴わずに行われている62), との指摘もなされてい
る。
さらに，失業を緩和する具体的な方策として，「特別協議委員会加盟企業
においては，仕事を配分し，賃金レベルを維持する方法が検討され」63), 生
産削減は，あまり有能でない従業員と勤続期間の短い従業員の解雇を伴う
が，彼らの 代わりにパートタイム労働を使うことを推奨されている。レ
イオフに関しては，「レイオフが必要なことが分かった時，それは個々の従
業員の能率，勤続年数，年齢，健康状態，順応性，他の雇用を獲得する機
会といったことに基づいて，一時的あるいは半永久的な解雇という形態」64)
をとるという一定のルールが「原則要綱」を引き継ぐ形で明らかにされて
いるのである。
1931年度の年次報告書には，特別協議委員会加盟企業の従業員数は，1929
年末の101万7,136人から， 30年末には85万8,643人， 31年末には79万1,402
人へと22万5,734人削減されたことが明らかにされている65)。こういった事
態を踏まえ，「特別協議委員会加盟企業は，ここ数年間，雇用を安定化させ
る方法を開発し，改善してきている。この問題全体に対して，特別協議委
員会は1919年の結成当時から多くの注意を向けてきた」66)と自賛しつつ，
「失業者数を減らし，賃金労働者とその家族への失業の影響を軽くする際
に有効であると分かった施策として以下の12点が列挙されている67)。
①できるだけ多くの労働者に何らかの雇用を提供するために，パートタ
イム・ベースでの仕事の配分 (distributionof work)。
②帷繕，工場の改良，在庫の製造による余分の仕事 (extrawork)の提
62) Ibid., p.8. 邦訳,61ページ。
63) Ibid., p.10. 邦訳,63ページ。
64) Ibid., p.10. 邦訳,64ページ。
65) Annual Report of the Special Conference Committee, 1931, pp.2-3. 
66) Ibid., p.3. 
67) Ibid., p.4. 
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供。
③雇用保証 (employment guarantees) と失業給付 (unemployment
benefits)。
④レイオフ，配置転換，再雁用する際のそれぞれの方法の改善。
⑤解雇手当 (terminationallowances)。
⑥貯蓄制度と生命保険。
⑦他の会社で仕事を得ようとする従業員への支援。
⑧レイオフされた従業員とパートタイム従業員に対する救済と貸付金。
⑨失業者救済基金への会社と従業員からの拠出。
⑩持ち家を保有する従業員に，支払い猶予あるいは別の方法での支援。
⑪変動する情勢に合わせて，金銭的なタイプの労使関係制度への改訂。
⑫従業員による菜園耕作の奨励。
以上の諸施策がもつ意味は，「労働者数の大規模な削減に代わる仕事の配
分は一般的な慣習であって，従業員の労働時間の削減を通して効果をもつ
もの」68)とされ，「従業員は交替制のもとに置かれるか，あるいは互い違いに
休暇をとるように要求された。いくつかの事例では，継続して操業してい
る工場で仕事は 6時間交替制に変更された。いくつかの会社では，パート
タイム労働の原則が所得の比例した減少を伴ったものとして賃金労働者だ
けでなく給与制の従業員にも適用された」69)のである。その結果，「失業者数
急増という緊急事態に対応する手段としての仕事の配分は，従業員，経営
者，大衆によって承認され，そして地域コミュニティの救済負担を実質的
に軽減した」70)としている。
1932年度の年次報告書では，「特別協議委員会に加盟していた企業は，失
業に対する安定性では産業全体の平均を上回るものを築きあげていたけれ
ども，不況の結果として生じたレイオフと短時間労働には免疫がなかった。
それぞれの企業は，深刻度において大小はあるものの，すべて失業に直面
68) 69) Ibid., p.4. 
70) Ibid., pp.4-5. 
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しており，この状況に対して最適な方法で対処しようと努力してきた」71)と
し，この年次報告書で初めて次のようにワークシェアリングに言及してい
る。つまり，「特別協議委員会の加盟企業のいくつかは，ワークシェアリン
グ (worksharing)という呼ぴ方で最近広範に承認されている政策の先駆
的存在である。きびしい周期的な失業の始まりとともに，多くの大企業の
使用者， とくに製造業の使用者は，フルタイムで仕事に就いている人たち
を除くすべての従業員をレイオフすることに先だって，できるだけ多数の
従業員をパートタイムで雇用する政策を採用した。」72)
こういった特別協議委員会加盟企業に代表される動きを受けて， 1932年
8月にはフーヴァー大統領 (H.C.Hoover)は，「それまで行ってきたより
も強力な景気剌激策を検討するために，ワシントンで会議を開催」73)し，こ
の会議でワークシェアリングを実施すべく全国的な「仕事分かち合い運動
(Share-the-Work Movement)」を展開することになる。この運動は， 12
の連邦準備区(federalreserve district, 全米12の各連邦準備銀行の受け持
ち地区のこと）における銀行・工業委員会 (Bankingand Industrial Com-
mittees)が主体となって推進されていたものであった74)。その後，ニュー
ヨークに本部を設置し， 1932年9月1日より翌1933年にかけて議論を展開
し，同年3月に全国レベルの主導権が合衆国商業会議所 (United States 
Chamber of Commerce)に移管されている。この仕事の分かち合い運動
は，「貴重な副産物を伴っていた。そのなかでも顕著なものは，従業員をレ
イオフすることよりもワークシェアリングを優先することに賛同する雰囲
気を作り出したことにある」75)と高く評価されている。特別協議委員会の何
人かのメンバーが仕事の分かち合いキャンペーンに参加していたことはい
うまでもない。
最後に， 1933年度の年次報告書には，「1933年に，ワークシェアリングと
71) Annual Report of the Special Conference Committee, 1932, p.3. 
72) 73) 74) Ibid., p.6. 
75) Ibid., p.7. 
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いう墓本原則は，全国的な復興態勢の土台の 1つになった。それは，全国
産業復興法に具体化され，すべての規約(code)に書き加えられた」76)こと，
そして「1933年が終わると，規約の改訂か連邦法における特別な要求を通
して，労働時間のより一層の短縮へと向かう取り組みがいくつかの地域で
行われた。これらの取り組みは大統領の認可のもとで強められ， 1934年の
初めの何力月間に，いくつかの産業では賃金レートをそれに対応して引き
上げるとともに労働時間のより一層の短縮を実施した」77)ことが指摘され
ていた。
以上のことから，「原則要綱」に見られた雇用政策は，先任制とそれを支
える勤続年数を基準にルール化され，具体的にはレイオフに対抗するワー
クシェアリングとして展開していたことが明確となった。さらに，ワーク
シェアリングが全国レベルの運動にまで発展していったのであった。この
時期の動向が， 1930年代後半の全国労働関係法下での労働組合との団体交
渉にも大きく影響し，「先任権」として協約化されていくのは周知の事実で
ある。
3 大恐慌期のハーヴェスターにおける雇用政策
特別協議委員会の方針は，その加盟企業を絶対的に拘束するものではな
かった。別の機会に指摘したように，特別協議委員会の役割・機能は，①
経験と情報の交換，②労使関係に影響を与える問題を研究・議論する機会
の提供，③現に運用されているさまざまな制度の現場での研究，にあっ
た78)。その活動は，①労使関係における経験と労務政策の比較に関して率直
な意見交換が可能となった，②大きいだけで形式だけの組織がなしえたよ
76) Annual Report of the Special Conference Committee, 1933, p.7. 
77) Ibid., p.8. 
78) 79)伊藤健市「SECの労務理念と従業員代表制」『アメリカ大企業と労働者』．
35ペー ジ。
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りも直接的で特殊なサービスを加盟企業に提供できた，③労使関係に関し
て特別な価値をもつ調査活動を実施できた，④その活動が最小の費用で実
施できた，ことで評価されていた79)。ただし，「加盟企業のいくつか，ある
いはそのすべてを統合しうる明確な見解や行動計画」80)はなかった。その結
果，各加盟企業は他社の経験を参考にしつつその労務政策を立案・実施し
ていたのである。
それでは，前節で見た特別協議委員会の大恐慌後の不況期に見られた雇
用政策は，実際にはどのように適用されていたのであろうか。ここでは，
ハーヴェスターの取り組みをその Reportto Stockholdersで確認しておき
たい。なお，この点の解明にはこの時期の従業員代表制の活動を知る必要
がある。残念ながら，紙数の関係上，ここでは以上の指摘に留めざるを得
ない（とりあえずは，注46で取り上げた拙稿を参照していただきたい）。
1930年版の Reportto Stockholdersでは，「生産の縮小は，多くの従業員
のレイオフを避けがたいものにした。工場を週当たり 3日間あるいは 4日
間だけ操業するという政策が採用されなければ労働力の削減はより規模の
大きなものとなったであろうが，こういった政策で可能な限り最大数の労
働者に雁用が提供されている」81)との指摘が見られる。労働時間の短縮によ
る雇用創出がなされていたようである。さらに，やむを得ずレイオフされ
た従業員に対しては，景気が回復した時に「仕事に復帰させるつもりのレ
イオフされた従業員の困窮を防ぐ取り組みのなかで，必要な時に彼らにお
金を貸与し，将来の所得から支払ってもらうという制度が実行に移され
た」82)とし，具体的には1930年12月31日時点の年金債務 (pensionliability) 
に見合うように， 211万2,000ドルがアメリカ国内の従業員用の年金信託
(Pension Trust)に払い込まれている。そして，年金信託基金 (Pension
Trustee)には， 2,369万9,000ドル相当の健全で，分散投資された有価証券
80)同上書， 39ページ。
81) 82) 83) 1930 Report to Stockholders of International Harvester Company, p. 
9. 
20 (396) 第 45 巻第 3 号
がある。実際には， 1930年末時点で年金台帳 (pensionroll)に1,642人の
従業員がおり，平均年593ドルの年金を受け取っていたのである 83)。
1931年版の Reportto Stockholdersには，「縮小生産のためにレイオフさ
れた多数の長期勤続従業員を支援するため，当社は将来の所得から支払っ
てもらう特別貸与制度を継続し，そしてレイオフされた従業員の困窮を取
り除くため， より実質的な支援が拡大されている。この制度は， レイオフ
された従業員が，市当局あるいは地域の失業救済組織に救済を求める必要
をなくしている」84)との記述が見受けられる。「雁用の削減は，結果として年
金受給年齢と勤続期間の双方を満たしている多くの従業員を年金名簿に追
加する一方で，年金を目的にし，変更のきかない信託に投資された基金は，
すべての年金責務 (pensionobligations) を満たすために十分なことが証
明」85)されていたのである。
1932年版の Reportto Stockholdersには，特別協議委員会加盟企業を始
めとして展開されていた「仕事分かち合い運動」を受けて，「当社は，縮小
された操業と労働時間の削減でレイオフされた従業員の困窮を防ぐため
に，あらゆる可能な方法で支援する政策を続けている。そうすることが可
能なすべての仕事は，可能な限り最大数の労働者の間で分かち合われてい
る」86)ことが指摘されている。
最後に， 1933年版の Reportto Stockholdersには，ハーヴェスターのワ
ークシェアリングとしての『仕事創出』政策 ("madework" policy)につ
いて次のような指摘がなされている。つまり，「1933年の年末に，当社は，
これまで2度の冬の時期に実行された『仕事創出』政策を1933~34年の冬
にも継続して実施することを発表した。その結果，その時点で雇用されて
いた労働者に加えて，アメリカとカナダの工場で仕事がなかったことから．． 
レイオフされていた約4,000人の長期勤続 (long-service)従業員が仕事に
84) 1931 Report to Stockholders of International Harvester Company, p.9. 
85) Ibid., p.10. 
86) 1932 Report to Stockholders of International Harvester Company, p.10. 
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復帰し，フルタイムで働いている。この政策の目的は，影響を受けている
さまざまな地域社会における失業者の削減を支援し，結果として購買力を
強化することにある。この政策が，現下の需要以上に製品を生産した場合
には，当社は農業の復興を十分に確信し，そう遠くない将来にその製品が
必要とされると信じている（傍点，伊藤）」87),と。
以上のように，ハーヴェスターでは特別協議委員会の基本方針に沿った
取り組みが見られていた。それが意味するところは，何度も繰り返し指摘
しているように従業員代表制の活動と切り離しては理解できない。従業員
代表制で指導的役割を演じる複数の長期勤続従業員と彼らを支える同じく
長期勤続の従業員の存在こそ，ハーヴェスターが上記の雇用政策を採択し
た規定的要因であったBB)。ただし，大恐慌直前の平均従業員数4万7,800人
が1933年には 2万3,000人程度にまで減少したもののその後徐々に増加に
転じ， 1935年には大恐慌前の水準をほぼ達成していたことは事実として押
さえておかねばならない（第4表）。
第4表 ハーヴェスター従業員の推移
1929年 4万7,800人
1933年 2万3,000人程度
1934年 3万2,900人
1935年 4万5,700人
1936年 5万 400人
1937年 5万9,347人
1938年 4万7,106人
(1938年10月 3万3,500人）
1939年10月 4万6,900人
1940年10月 5万2,000人
出所）各年度の Rゅortto Stockholders。
87) 1933 Report to Stockholders of International Haroester Company, p.10. 
88)この点に関しては，伊藤健市「ハーヴェスター・トラクター工場における従業員
代表制と労働組合運動」と同「全国労働関係法合憲判決と従業員代表制ーインター
ナショナル・ハーヴェスター社を事例に一」（『同志社商学』第51巻第3号， 2000年
1月）を参照のこと。
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むすぴにかえて
European IndustガalRelations Review誌は，その1999年1月号から 3
月号でヨーロッパにおけるワークシェアリングを特集した。そこでは，「失
業は，政府と社会パートナー制 (socialpartners, 1997年6月のEUアム
ステルダム条約で，労働条件などの社会政策でEU諸国共通の立法手続き
をとる際に，労働者代表と資本家代表，欧州委員会代表が協議すること一
伊藤）が常に解決に向けて取り組まねばならない問題である。ヨーロッパ
中でますます大きくなる信頼を得ている可能な解決法の 1つが，労働時間
の再編成 (reorganizationof working time)を通した仕事の再配分(redis-
tribution of work) としてのワークシェアリング(worksharing)である。
ヨーロッパ諸国の多くは，ワークシェアリングを，週労働時間の全般的な
削減という手段，あるいは早期退職制度 (early-retirementshemes), 有
給休暇協定(paid-leavearrangement), キャリアの中断(careerbreaks), 
自発的パートタイム労働 (voluntarypart-time working)といった臨時の
手段を通してワークシェアリングを導入している」89)ことが指摘されてい
その実態は同論文に譲るが，こういったヨーロッパの動きを受けて，「は
じめに」で「ヨーロッパでは，時間短縮による雁用の維持・拡大にさまざ
まな施策が採られてきたが，現実には高失業の国が多く，課題を残してい
る」と酷評していたH経連がどのように評価を変えたのかを示してこの小
論の結ぴとしたい。
日経連は，その機関紙『日経連タイムス』の第2536(2000年 5月25日）
号で，「ここへきて欧州諸国の失業率が急低下している」とし，その理由を
「欧州統一通貨ユーロ安による輸出主導の景気拡大に伴い，雇用機会が拡
89) "Worksharing in Europe," European Industrial Relations Review, January 
1999, p.14. 
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大していること」に加えて，「労働時間短縮や若年層の雇用促進といった雇
用政策の効果も表れ始めてきたためではないか（傍点，伊藤）」と見ている。
具体的には，各国の2000年の実態を次のように報告している。 ドイツで
は，連邦労働局発表の 4月の失業率は，季節調整後で前月の10.1%から9.6
％へ低下， 1995年9月以来4年8ヶ月ぶりに一桁台になった。これは，「高
齢の正規労働者のパート就労化を進め，それによって創出された職を若年. . . . . . . 
層に提供するワークシェアリングを進めていることも，雇用拡大に寄与し
ている（傍点，伊藤）」と評価している。イギリスでは，国民統計局発表の
4月の失業率は前月の4.0%から3.9%へ低下した。これは， 1980年1月以
来約20年ぶりの低水準であり， 4月の失業者数は前月比2万8,800人減の
111万2,000人と1980年2月以来の最低に移行した。フランスでは， 3月の
失業率は前月の10.2%から10.0%へ低下し， 1992年1月以来8年2ヶ月ぶ
りの低水準となった。「フランスは記録的な雇用創出に沸いている。第 1・
四半期の雇用創出件数は14万2300件と， 70年に記録を取りだして以来の最
大を記録した。」いうまでもなく週35時間労働法の影響である。
以上の諸国の雇用情勢の改善は，労働時間の短縮がもたらしたものであ
る。ヨーロッパの実態を反面教師としつつ，労働時間の短縮に言及するこ
とのない「柔軟なワークシェアリング」を主張した日経連の根拠はその根
底から崩壊したのである。日経連は， 1929年の大恐慌後の不況を少なくと
も「労働者の購買力」の回復を主眼に，「仕事の分かち合い運動」（＝ワー
クシェアリング）を積極的に推進することで乗り切ろうとした特別協議委
員会の政策を謙虚に評価し，本来の意味でのワークシェアリングを推進す
べきではないだろうか。
